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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基油と共に、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）が２．００未満である櫛形ポリマー（但し、Ｍ
ｗは当該櫛形ポリマーの重量平均分子量、Ｍｎは当該櫛形ポリマーの数平均分子量を示す
）を含有し、ＳＳＩ（せん断安定性指数）が３０以下である粘度指数向上剤（Ａ）を含み
、
　１５０℃におけるＨＴＨＳ粘度（高温高せん断粘度）（Ｔ１５０）が１．６～２．９ｍ
Ｐａ・ｓであり、且つ、４０℃における動粘度（Ｖ４０）［ｍｍ２／ｓ］と１５０℃にお
けるＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）［ｍＰａ・ｓ］との比（Ｖ４０／Ｔ１５０）が１２．４以
下である、潤滑油組成物。
【請求項２】
　前記櫛形ポリマーの含有量が、前記潤滑油組成物の全量基準で、０．０１～１０．００
質量％である、請求項１に記載の潤滑油組成物。
【請求項３】
　前記櫛形ポリマーの重量平均分子量（Ｍｗ）が、１万～１００万である、請求項１又は
２に記載の潤滑油組成物。
【請求項４】
　前記櫛形ポリマーが、マクロモノマー（Ｉ’）に由来する構成単位（Ｉ）を少なくとも
有する重合体である、請求項１～３のいずれか１項に記載の潤滑油組成物。
【請求項５】
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　さらに、金属系清浄剤、分散剤、耐摩耗剤、極圧剤、酸化防止剤、流動点降下剤、及び
消泡剤から選ばれる１種以上の潤滑油用添加剤を含む、請求項１～４のいずれか１項に記
載の潤滑油組成物。
【請求項６】
　前記金属系清浄剤が、アルカリ金属原子及びアルカリ土類金属原子から選ばれる金属原
子を含有する有機金属系化合物である、請求項５に記載の潤滑油組成物。
【請求項７】
　前記基油の１００℃における動粘度が、２．０～２０．０ｍｍ２／ｓである、請求項１
～６のいずれか１項に記載の潤滑油組成物。
【請求項８】
　前記基油が、ＡＰＩ（米国石油協会）基油カテゴリーでグループ２及びグループ３に分
類される鉱油、並びに合成油から選ばれる１種以上である、請求項１～７のいずれか１項
に記載の潤滑油組成物。
【請求項９】
　１００℃における動粘度（Ｖ１００）が、４．０～１２．５ｍｍ２／ｓである、請求項
１～８のいずれか１項に記載の潤滑油組成物。
【請求項１０】
　４０℃における動粘度（Ｖ４０）が、１０．０～４０．０ｍｍ２／ｓである、請求項１
～９のいずれか１項に記載の潤滑油組成物。
【請求項１１】
　粘度指数が１４０以上である、請求項１～１０のいずれか１項に記載の潤滑油組成物。
【請求項１２】
　櫛形ポリマーには該当しないポリメタクリレート系化合物の含有量が、前記潤滑油組成
物中に含まれる櫛形ポリマー１００質量部に対して、０～３０質量部である、請求項１～
１１のいずれか１項に記載の潤滑油組成物。
【請求項１３】
　粘度指数向上剤（Ａ）中の櫛形ポリマーの含有量が、粘度指数向上剤（Ａ）中の固形分
の全量（１００質量％）基準で、６０～１００質量％である、請求項１～１２のいずれか
１項に記載の潤滑油組成物。
【請求項１４】
　請求項１～１３のいずれか１項に記載の潤滑油組成物を１０～６０℃の低温領域下で使
用する、潤滑油組成物の使用方法。
【請求項１５】
　基油に、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）が２．００未満である櫛形ポリマー（但し、Ｍｗは
当該櫛形ポリマーの重量平均分子量、Ｍｎは当該櫛形ポリマーの数平均分子量を示す）を
含有し、ＳＳＩ（せん断安定性指数）が３０以下である粘度指数向上剤（Ａ）を配合し、
　１５０℃におけるＨＴＨＳ粘度（高温高せん断粘度）（Ｔ１５０）が１．６～２．９ｍ
Ｐａ・ｓであり、且つ、４０℃における動粘度（Ｖ４０）［ｍｍ２／ｓ］と１５０℃にお
けるＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）［ｍＰａ・ｓ］との比（Ｖ４０／Ｔ１５０）が１２．４以
下となるような潤滑油組成物を調製する工程（Ｉ）を有する、潤滑油組成物の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、潤滑油組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、石油資源の有効活用、及びＣＯ２の排出削減を目的とし、自動車等の車両の省燃
費化は強く求められている。そのため、自動車等の車両のエンジンに用いられる潤滑油組
成物に対しても、省燃費化の要望が強くなってきている。
　例えば、特許文献１には、潤滑油基油に、無灰分散剤、及びＰＳＳＩ（永久せん断安定
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性指数)が所定の範囲のポリメタクリレート系の粘度指数向上剤等を含み、粘度指数と１
００℃におけるＨＴＨＳ粘度（高温高せん断粘度）との比を所定の範囲に調整した内燃機
関用潤滑油組成物が開示されている。
　特許文献１には、当該内燃機関用潤滑油組成物が、従来のものに比べて、油温が８０℃
の条件においてトルク低減率が高く、高温領域下での省燃費性が良好である旨が示されて
いる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－２１７４９４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　従来、エンジン油の省燃費性としては、主にエンジンの暖気運転が終了した後を想定し
た８０～１００℃程度の温度領域下での燃費性能を対象とするのが一般的であった。しか
しながら、近年、エンジン始動時を想定した２５～６０℃程度の低温領域下での省燃費性
も要求されている。
　特許文献１においては、エンジンの暖気運転終了後を想定した８０℃での省燃費性につ
いての検討はあるものの、エンジン始動時を想定した低温領域下での省燃費性の検討がな
されてない。また、本発明者らの検討によって、特許文献１に記載の内燃機関用潤滑油組
成物は、エンジン始動時を想定した低温領域下において省燃費性が劣るという問題がある
ことが判明した。
【０００５】
　本発明は、エンジンの高速運転時を想定した高温領域下での粘度等の各種性状を良好と
しながらも、エンジン始動時を想定した低温領域下での省燃費性能に優れた潤滑油組成物
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、基油と共に、櫛形ポリマーを含有し、ＳＳＩ（せん断安定性指数）を所
定の範囲に調整した粘度指数向上剤を含み、１５０℃におけるＨＴＨＳ粘度及び４０℃に
おける動粘度を所定の範囲に調整した潤滑油組成物が、上記課題を解決し得ることを見出
し、本発明を完成させた。
【０００７】
　すなわち本発明は、下記［１］～［３］を提供する。
［１］前記基油と共に、櫛形ポリマーを含有し、ＳＳＩ（せん断安定性指数）が３０以下
である粘度指数向上剤（Ａ）を含み、
　１５０℃におけるＨＴＨＳ粘度（高温高せん断粘度）（Ｔ１５０）が１．６～２．９ｍ
Ｐａ・ｓであり、且つ、４０℃における動粘度（Ｖ４０）［ｍｍ２／ｓ］と１５０℃にお
けるＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）［ｍＰａ・ｓ］との比（Ｖ４０／Ｔ１５０）が１２．４以
下である、潤滑油組成物。
［２］上記［１］に記載の潤滑油組成物を１０～６０℃の低温領域下で使用する、潤滑油
組成物の使用方法。
［３］基油に、櫛形ポリマーを含有し、ＳＳＩ（せん断安定性指数）が３０以下である粘
度指数向上剤（Ａ）を配合し、
　１５０℃におけるＨＴＨＳ粘度（高温高せん断粘度）（Ｔ１５０）が１．６～２．９ｍ
Ｐａ・ｓであり、且つ、４０℃における動粘度（Ｖ４０）［ｍｍ２／ｓ］と１５０℃にお
けるＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）［ｍＰａ・ｓ］との比（Ｖ４０／Ｔ１５０）が１２．４以
下となるような潤滑油組成物を調製する工程（Ｉ）を有する、潤滑油組成物の製造方法。
【発明の効果】
【０００８】
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　本発明の潤滑油組成物は、エンジンの高速運転時を想定した高温領域下での粘度等の各
種性状を良好としながらも、エンジン始動時を想定した低温領域下での省燃費性能に優れ
る。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本明細書において、「４０℃もしくは１００℃における動粘度」及び「粘度指数」は、
ＪＩＳ　Ｋ　２２８３に準拠して測定された値を意味する。
　また、本明細書において、「１５０℃もしくは１００℃におけるＨＴＨＳ粘度」は、Ａ
ＳＴＭ　Ｄ　４７４１に準拠して測定された、１５０℃もしくは１００℃における高温高
せん粘度の値であって、具体的には、実施例に記載の測定方法により得られる値を意味す
る。
【００１０】
　本明細書において、重量平均分子量（Ｍｗ）及び数平均分子量（Ｍｎ）は、ゲルパーミ
エーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）法で測定される標準ポリスチレン換算の値であ
り、具体的には、実施例に記載の測定装置及び測定条件で測定された値を意味する。
【００１１】
　なお、本明細書において、「エンジンの高速運転時を想定した高温領域下」とは、通常
８０～１８０℃（好ましくは８０～１５０℃）の温度範囲の環境下を指す。
　一方、「エンジン始動時を想定した低温領域下」とは、通常１０～６０℃（好ましくは
２０～６０℃）の温度範囲の環境下を指す。
【００１２】
　また、本明細書において、例えば、「（メタ）アクリレート」とは、「アクリレート」
及び「メタクリレート」の双方を示す語として用いており、他の類似用語や同様の標記に
ついても、同じである。
【００１３】
　本明細書において、「アルカリ金属原子」としては、リチウム原子（Ｌｉ）、ナトリウ
ム原子（Ｎａ）、カリウム原子（Ｋ）、ルビジウム原子（Ｒｂ）、セシウム原子（Ｃｓ）
、及びフランシウム原子（Ｆｒ）を指す。
　また、「アルカリ土類金属原子」としては、ベリリウム原子（Ｂｅ）、マグネシウム原
子（Ｍｇ）、カルシウム原子（Ｃａ）、ストロンチウム原子（Ｓｒ）、及びバリウム原子
（Ｂａ）を指す。
【００１４】
〔潤滑油組成物〕
　本発明の潤滑油組成物は、基油と共に、櫛形ポリマーを含有し、ＳＳＩ（せん断安定性
指数）が３０以下である粘度指数向上剤（Ａ）を含み、１５０℃におけるＨＴＨＳ粘度（
高温高せん断粘度）（Ｔ１５０）が１．６～２．９ｍＰａ・ｓであり、且つ、４０℃にお
ける動粘度（Ｖ４０）［ｍｍ２／ｓ］と１５０℃におけるＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）［ｍ
Ｐａ・ｓ］との比（Ｖ４０／Ｔ１５０）が１２．４以下である。
【００１５】
　本発明の潤滑油組成物は、１５０℃におけるＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）が１．６～２．
９ｍＰａ・ｓであることを要する。
　当該ＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）が１．６ｍＰａ・ｓ未満であると、潤滑性能が低下する
傾向があるため好ましくない。一方、当該ＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）が２．９ｍＰａ・ｓ
を超えると、低温での粘度特性が低下する傾向にあると共に、省燃費性能が低下するため
好ましくない。
　上記観点から、本発明の一態様において、当該潤滑油組成物の１５０℃におけるＨＴＨ
Ｓ粘度（Ｔ１５０）としては、好ましくは１．７～２．８ｍＰａ・ｓ、より好ましくは１
．８～２．８ｍＰａ・ｓ、更に好ましくは１．９～２．７ｍＰａ・ｓ、より更に好ましく
は２．０～２．７ｍＰａ・ｓである。
　なお、当該ＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）は、エンジンの高速運転時の高温領域下での粘度
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として想定することもできる。つまり、得られた潤滑油組成物の１５０℃におけるＨＴＨ
Ｓ粘度（Ｔ１５０）が上記範囲に属していれば、当該潤滑油組成物は、エンジンの高速運
転時を想定した高温領域下での粘度等の各種性状が良好であるといえる。
【００１６】
　また、本発明の潤滑油組成物は、４０℃における動粘度（Ｖ４０）と１５０℃における
ＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）との比（Ｖ４０／Ｔ１５０）が１２．４以下であることを要す
る。
　本発明者らは、当該比（Ｖ４０／Ｔ１５０）が、エンジン始動時を想定した低温領域下
での省燃費性能の指標となることを見出し、本発明を完成させたものである。つまり、当
該比（Ｖ４０／Ｔ１５０）が１２．４を超える潤滑油組成物は、エンジン始動時を想定し
た低温領域下での省燃費性能が不十分である。
　上記観点から、本発明の一態様の潤滑油組成物の４０℃における動粘度（Ｖ４０）と１
５０℃におけるＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）との比（Ｖ４０／Ｔ１５０）としては、好まし
くは１２．２以下、より好ましくは１２．０以下、更に好ましくは１１．７以下、より更
に好ましくは１１．５以下である。
　また、本発明の一態様の潤滑油組成物において、当該比（Ｖ４０／Ｔ１５０）の下限値
は特に制限はないが、当該比（Ｖ４０／Ｔ１５０）は、通常６．００以上、好ましくは８
．００以上である。
【００１７】
　なお、本発明の潤滑油組成物において、ＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）や上記比（Ｖ４０／
Ｔ１５０）の値は、主に、用いる基油の精製度、含有量、動粘度、及び粘度指数や、櫛形
ポリマーの含有量、重量平均分子量（Ｍｗ）、及び分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）、並びに、
粘度指数向上剤（Ａ）のＳＳＩ、粘度指数向上剤（Ａ）の含有量等を適宜設定することに
より調整することが可能である。
【００１８】
　より具体的には、例えば、以下の（ａ）～（ｂ）の事項を考慮することで、所望の範囲
に調整することができる。
（ａ）粘度指数向上剤（Ａ）の含有量を増やすことで、ＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）は上昇
する傾向にある。そのため、ＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）の値は、粘度指数向上剤（Ａ）の
含有量を適宜調整することで、容易に調整できる。
（ｂ）粘度指数向上剤（Ａ）の含有量を増やすほど、動粘度（Ｖ４０）も上昇する傾向に
ある。特に、櫛形ポリマーに該当しないＰＭＡ等の粘度指数向上剤やＳＳＩの値が高い粘
度指数向上剤を用いる場合、その傾向は顕著に現れる。
【００１９】
　また、粘度指数向上剤として、櫛形ポリマーを用いることで、ＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０

）や上記比（Ｖ４０／Ｔ１５０）の値の調整に寄与しているともいえ、例えば、以下の（
ｃ）～（ｅ）の事項を考慮することによっても、これらの値を所望の範囲に調整すること
ができる。
（ｃ）櫛形ポリマーは、低温領域下においては、粘性が発現され難い性質を有する。その
ため、粘度指数向上剤（Ａ）中の櫛形ポリマーの含有量の割合を増やすことで、得られる
潤滑油組成物の低温領域下の動粘度である動粘度（Ｖ４０）の値は低くなり、上記比（Ｖ

４０／Ｔ１５０）を小さい値に調整し易くなる。
（ｄ）一方、櫛形ポリマーは、高温領域下では、せん断を受けても低粘度化せずに、一定
以上の粘度を維持し得る性質を有する。そのため、粘度指数向上剤（Ａ）中の櫛形ポリマ
ーの含有量の割合を増やすことで、粘度指数向上剤（Ａ）の総量が比較的少なくても、Ｈ
ＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）の値を高く調整し易い。
（ｅ）分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）が低い櫛形ポリマーほど、低温領域下及び高温領域下で
の上記性質が発現され易く、ＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）や上記比（Ｖ４０／Ｔ１５０）を
上述の範囲に調整し易い傾向がある。
【００２０】
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　なお、上記の（ａ）～（ｅ）の事項は適宜組み合わせて考慮することで、ＨＴＨＳ粘度
（Ｔ１５０）や上記比（Ｖ４０／Ｔ１５０）の値を調整することができる。ただし、これ
らの値を調整するに際し、上記の（ａ）～（ｅ）の事項はあくまで例示であって、これら
の事項に限られず、例えば、後述の本実施例の結果を適宜参酌することでも調整可能であ
る。
【００２１】
　本発明の一態様の潤滑油組成物の１００℃におけるＨＴＨＳ粘度（Ｔ１００）としては
、潤滑性能、粘度特性、及び省燃費性の向上の観点から、好ましくは３．０～６．０ｍＰ
ａ・ｓ、より好ましくは３．５～５．８ｍＰａ・ｓ、更に好ましくは４．０～５．６ｍＰ
ａ・ｓ、より更に好ましくは４．２～５．３ｍＰａ・ｓである。
【００２２】
　本発明の一態様の潤滑油組成物の１５０℃におけるＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）と１００
℃におけるＨＴＨＳ粘度（Ｔ１００）との比率（Ｔ１５０／Ｔ１００）としては、低温で
の粘度特性、及び省燃費性の向上の観点から、好ましくは０．５０以上、より好ましくは
０．５１以上、更に好ましくは０．５３以上、より更に好ましくは０．５４以上である。
【００２３】
　本発明の一態様の潤滑油組成物の４０℃における動粘度（Ｖ４０）としては、潤滑性能
、粘度特性、及び省燃費性の向上の観点から、好ましくは１０．０～４０．０ｍｍ２／ｓ
、より好ましくは１５．０～３８．０ｍｍ２／ｓ、更に好ましくは２０．０～３５．０ｍ
ｍ２／ｓ、より更に好ましくは２２．０～３２．０ｍｍ２／ｓ、より更に好ましくは２４
．０～２９．９ｍｍ２／ｓである。
【００２４】
　本発明の一態様の潤滑油組成物の１００℃における動粘度（Ｖ１００）としては、潤滑
性能、粘度特性、及び省燃費性の向上の観点から、好ましくは４．０～１２．５ｍｍ２／
ｓ、より好ましくは５．０～１１．０ｍｍ２／ｓ、更に好ましくは５．５～１０．０ｍｍ
２／ｓ、より更に好ましくは６．０～９．３ｍｍ２／ｓである。
【００２５】
　本発明の一態様の潤滑油組成物の粘度指数としては、温度変化による粘度変化を抑え、
省燃費性の向上の観点から、好ましくは１４０以上、より好ましくは１５５以上、更に好
ましくは１７０以上、より更に好ましくは１９０以上である。
【００２６】
　本発明の一態様の潤滑油組成物は、基油と共に、櫛形ポリマーを含有する粘度指数向上
剤（Ａ）を含むが、本発明の効果を損なわない範囲で、さらに一般的な潤滑油に使用され
る潤滑油用添加剤等を含有してもよい。
【００２７】
　本発明の一態様の潤滑油組成物において、基油及び粘度指数向上剤（Ａ）の合計含有量
は、当該潤滑油組成物の全量（１００質量％）基準で、好ましくは７０質量％以上、より
好ましくは７５質量％以上、より好ましくは８０質量％以上、更に好ましくは８５質量％
以上、より更に好ましくは９０質量％以上であり、また、通常１００質量％以下、より好
ましくは９９．９質量％以下、更に好ましくは９９質量％以下である。
　以下、本発明の一態様の潤滑油組成物に含まれる各成分について説明する。
【００２８】
＜基油＞
　本発明の一態様の潤滑油組成物に含まれる基油としては、鉱油であってもよく、合成油
であってもよく、鉱油と合成油との混合油を用いてもよい。
　鉱油としては、例えば、パラフィン基系、中間基系、ナフテン基系等の原油を常圧蒸留
して得られる常圧残油；当該常圧残油を減圧蒸留して得られる留出油；当該留出油を、溶
剤脱れき、溶剤抽出、水素化分解、溶剤脱ろう、接触脱ろう、水素化精製等の精製処理の
１つ以上の処理を施した鉱油及びワックス；フィッシャー・トロプシュ法等により製造さ
れるワックス（ＧＴＬワックス（Gas To Liquids WAX））を異性化することで得られる鉱
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油等が挙げられる。
　これらの中でも、溶剤脱れき、溶剤抽出、水素化分解、溶剤脱ろう、接触脱ろう、水素
化精製等の精製処理の１つ以上の処理を施した鉱油及びワックスが好ましく、ＡＰＩ（米
国石油協会）基油カテゴリーのグループ２及びグループ３に分類される鉱油がより好まし
く、当該グループ３に分類される鉱油が更に好ましい。
【００２９】
　合成油としては、例えば、ポリブテン、及びα－オレフィン単独重合体又は共重合体（
例えば、エチレン－α－オレフィン共重合体等の炭素数８～１４のα－オレフィン単独重
合体又は共重合体）等のポリα－オレフィン；ポリオールエステル、二塩基酸エステル、
リン酸エステル等の各種エステル；ポリフェニルエーテル等の各種エーテル；ポリグリコ
ール；アルキルベンゼン；アルキルナフタレン；フィッシャー・トロプシュ法等により製
造されるワックス（ＧＴＬワックス）を異性化することで得られる合成油等が挙げられる
。
　これらの合成油の中でも、ポリα－オレフィンが好ましい。
【００３０】
　本発明の一態様で用いる基油としては、基油自身の酸化安定性の観点から、ＡＰＩ（米
国石油協会）基油カテゴリーのグループ２及びグループ３に分類される鉱油、並びに合成
油から選ばれる１種以上が好ましく、当該グループ３に分類される鉱油、並びにポリα－
オレフィンから選ばれる１種以上がより好ましい。
　なお、本発明の一態様において、これらの基油は、１種単独で用いてもよく、２種以上
を組み合わせて用いてもよい。
【００３１】
　本発明の一態様で用いる基油の１００℃における動粘度としては、好ましくは２．０～
２０．０ｍｍ２／ｓ、より好ましくは２．０～１５．０ｍｍ２／ｓ、更に好ましくは２．
０～１０．０ｍｍ２／ｓ、より更に好ましくは２．０～７．０ｍｍ２／ｓである。
　当該基油の１００℃における動粘度が２．０ｍｍ２／ｓ以上であれば、蒸発損失が少な
いため好ましい。一方、当該基油の１００℃における動粘度が２０．０ｍｍ２／ｓ以下で
あれば、粘性抵抗による動力損失を抑えることができ、燃費改善効果が得られるため好ま
しい。
【００３２】
　また、本発明の一態様で用いる基油の粘度指数としては、温度変化による粘度変化を抑
えると共に、省燃費性の向上の観点から、好ましくは８０以上、より好ましくは９０以上
、更に好ましくは１００以上である。
　なお、本発明の一態様の潤滑油組成物において、２種以上の基油を組み合わせた混合油
を用いる場合、当該混合油の動粘度及び粘度指数が上記範囲であることが好ましい。
【００３３】
　本発明の一態様の潤滑油組成物において、基油の含有量は、当該潤滑油組成物の全量（
１００質量％）基準で、好ましくは５５質量％以上、より好ましくは６０質量％以上、更
に好ましくは６５質量％以上、より更に好ましくは７０質量％以上であり、また、好まし
くは９９質量％以下、より好ましくは９５質量％以下である。
【００３４】
＜粘度指数向上剤（Ａ）＞
　本発明の潤滑油組成物は、櫛形ポリマーを含有し、ＳＳＩが３０以下である粘度指数向
上剤（Ａ）を含む。
　本発明では、上記の粘度指数向上剤（Ａ）を用いることで、エンジンの高速運転時を想
定した高温領域下での粘度等の各種性状を良好に維持しつつ、エンジン始動時を想定した
低温領域下での省燃費性能を向上させることができる。
【００３５】
　本発明の一態様で用いる粘度指数向上剤（Ａ）は、本発明の効果を損なわない範囲にお
いて、櫛形ポリマーには該当しない他の樹脂分や、櫛形ポリマーの合成時に使用した未反
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応の原料化合物、触媒、及び合成時に生じた櫛形ポリマーには該当しない樹脂分等の副生
成物を含有してもよい。
　なお、本明細書において、上記の「樹脂分」とは、重量平均分子量（Ｍｗ）が１０００
以上で、一定の繰り返し単位を有する重合体を意味する。
【００３６】
　櫛形ポリマーには該当しない他の樹脂分としては、例えば、ポリメタクリレート、分散
型ポリメタクリレート、オレフィン系共重合体（例えば、エチレン－プロピレン共重合体
など）、分散型オレフィン系共重合体、スチレン系共重合体（例えば、スチレン－ジエン
共重合体、スチレン－イソプレン共重合体など）等の櫛形ポリマーには該当しない重合体
が挙げられる。
【００３７】
　これらの他の樹脂分は、粘度指数向上剤（Ａ）としてではなく、例えば、ポリメタクリ
レート系化合物であれば、流動点降下剤等の汎用添加剤として含有する場合もある。
　ただし、本発明の一態様の潤滑油組成物において、粘度指数向上剤のＳＳＩの値を調整
する観点、及びエンジン始動時を想定した低温領域下での省燃費性能を向上させる観点か
ら、櫛形ポリマーには該当しない他の樹脂分（特に、ポリメタクリレート系化合物）の含
有量は、少ない程好ましい。
　櫛形ポリマーには該当しないポリメタクリレート系化合物の含有量は、上記観点から、
潤滑油組成物中に含まれる櫛形ポリマー１００質量部に対して、好ましくは０～３０質量
部、より好ましくは０～２５質量部、更に好ましくは０～２０質量部、より更に好ましく
は０～１５質量部である。
【００３８】
　また、上述の副生成物の含有量は、粘度指数向上剤（Ａ）中の固形分の全量（１００質
量％）基準で、好ましくは１０質量％以下、より好ましくは５質量％以下、更に好ましく
は１質量％以下、より更に好ましくは０．１質量％以下である。
　なお、上記の「粘度指数向上剤（Ａ）中の固形分」とは、粘度指数向上剤（Ａ）から希
釈油を除いた成分を意味し、櫛形ポリマーだけでなく、上述の櫛形ポリマーには該当しな
い他の樹脂分や副生成物も含まれる。
【００３９】
　本発明の一態様で用いる粘度指数向上剤（Ａ）中の櫛形ポリマーの含有量は、粘度指数
向上剤（Ａ）中の前記固形分の全量（１００質量％）基準で、好ましくは６０～１００質
量％、より好ましくは７０～１００質量％、より好ましくは８０～１００質量％、更に好
ましくは９０～１００質量％、更に好ましくは９５～１００質量％、より更に好ましくは
９９～１００質量％である。
【００４０】
　本発明の一態様で用いる粘度指数向上剤（Ａ）は、樹脂分として、櫛形ポリマーを含む
ものであるが、通常はハンドリング性や上述の基油への溶解性を考慮し、この櫛形ポリマ
ー等の樹脂分を含む前記固形分が、鉱油や合成油等の希釈油により溶解された溶液の形態
で市販されていることが多い。
　本発明の一態様で用いる粘度指数向上剤（Ａ）が上記溶液の形態である場合、当該溶液
の前記固形分濃度としては、当該溶液の全量（１００質量％）基準で、通常１０～５０質
量％である。
【００４１】
　本発明の一態様の潤滑油組成物において、粘度指数向上剤（Ａ）の含有量は、粘度特性
を向上させ、高温領域下及び低温領域下のいずれにおいても省燃費性能を良好とする観点
から、当該潤滑油組成物の全量（１００質量％）基準で、好ましくは０．０１～１０．０
０質量％、より好ましくは０．０５～８．００質量％、より好ましくは０．１０～６．５
０質量％、更に好ましくは０．５０～５．００質量％、より更に好ましくは０．９０～４
．００質量％である。
　なお、本明細書において、上記「粘度指数向上剤（Ａ）の含有量」は、櫛形ポリマーや
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上述の他の樹脂分を含む固形分量であって、希釈油の質量は含まれない。
【００４２】
　本明細書において、ＳＳＩとは、せん断安定性指数（Shear Stability Index）を意味
し、粘度指数向上剤中の樹脂分に由来するせん断による粘度低下をパーセンテージで示す
ものである。
　本明細書において、粘度指数向上剤（Ａ）のＳＳＩは、ＡＳＴＭ　Ｄ６２７８に準拠し
て測定された値であって、具体的には、下記計算式（１）より算出された値である。
【００４３】
【数１】

【００４４】
　上記式（１）中、Ｋｖ０は、樹脂分を含む粘度指数向上剤の１００℃における動粘度の
値であり、Ｋｖ１は、当該粘度指数向上剤を、ＡＳＴＭ　Ｄ６２７８の手順にしたがって
、３０サイクル高剪断ボッシュ・ディーゼルインジェクターに通過させた後の１００℃に
おける動粘度の値である。また、Ｋｖｏｉｌは、当該粘度指数向上剤と希釈油との組成物
の１００℃における動粘度の値である。
【００４５】
　本発明で用いる粘度指数向上剤（Ａ）のＳＳＩは、エンジン始動時を想定した低温領域
下での省燃費性能の向上の観点から、３０以下であるが、好ましくは２５以下、より好ま
しくは２０以下、更に好ましくは１５以下、より更に好ましくは１０以下である。
　粘度指数向上剤（Ａ）のＳＳＩが３０を超えると、エンジン始動時を想定した低温領域
下での省燃費性能が不十分となる傾向にある。また、得られる潤滑油組成物について、経
時によって、高温での粘度の低下を招き、部品の摩耗や損傷が生じ易くなる。
　なお、粘度指数向上剤（Ａ）のＳＳＩの下限値としては、特に制限は無いが、粘度指数
向上剤（Ａ）のＳＳＩは、通常１以上、好ましくは２以上である。
【００４６】
　なお、粘度指数向上剤（Ａ）のＳＳＩの値は、粘度指数向上剤（Ａ）の樹脂分の構造に
よって変化するものである。具体的には、以下に示す傾向があり、これらの事項を考慮す
ることで、粘度指数向上剤（Ａ）のＳＳＩの値を容易に調整できる。ただし、以下の事項
はあくまで例示であって、これらの事項に限られず、例えば、後述の本実施例の結果を適
宜参酌することでも調整可能である。
・一般的に粘度指数向上剤として使用されるＰＭＡ等のＳＳＩの値は、高くなる傾向にあ
る。
・粘度指数向上剤の分子量が小さくなる程、当該粘度指数向上剤のＳＳＩが低くなる傾向
にある。
・一方、本発明で用いる櫛形ポリマーは、その櫛形構造によりＳＳＩの値が低くなる傾向
にある。そのため、粘度指数向上剤（Ａ）中の櫛形ポリマーの含有割合を増やすことで、
粘度指数向上剤（Ａ）のＳＳＩの値は低くなる傾向にある。
・櫛形ポリマーの側鎖に該当するマクロモノマー（Ｉ’）に由来する構成単位（Ｉ）の含
有量が多い櫛形ポリマーの含有割合が増加する程、ＳＳＩの値が低くなる傾向にある。
・高分子量の側鎖を有する櫛形ポリマーの含有割合が増加する程、ＳＳＩの値が低くなる
傾向にある。
【００４７】
　以下、本発明の一態様で用いる粘度指数向上剤（Ａ）が含有する「櫛形ポリマー」につ
いて説明する。
【００４８】
＜櫛形ポリマー＞
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　本発明で用いる粘度指数向上剤（Ａ）が含有する「櫛形ポリマー」とは、高分子量の側
鎖が出ている三叉分岐点を主鎖に数多くもつ構造を有するポリマーを指す。
　このような構造を有する櫛形ポリマーとしては、マクロモノマー（Ｉ’）に由来する構
成単位（Ｉ）を少なくとも有する重合体が好ましい。この構成単位（Ｉ）が、上記の「高
分子量の側鎖」に該当する。
　なお、本発明において、上記の「マクロモノマー」とは、重合性官能基を有する高分子
量モノマーのことを意味し、末端に重合性官能基を有する高分子量モノマーであることが
好ましい。
【００４９】
　櫛形ポリマーは、主鎖の三叉分岐点間の距離が長く、極性の高い主鎖が当該基油と接触
しやすい構造を有しているが、低温領域下では、この主鎖が基油に溶解し難い。そのため
、櫛形ポリマーは、低温領域下においては、増粘し難い性質が発現され、櫛形ポリマーを
含有する潤滑油組成物は、低温領域下の動粘度である動粘度（Ｖ４０）の値は低くなり易
い。
　一方、櫛形ポリマーは、高温領域下では、主鎖が基油中に広がり易く、増粘しやすい性
質が発現され、一定以上の粘度を維持し得る性質を有する。そのため、櫛形ポリマーを含
有する潤滑油組成物のＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）の値が高くなり易い。
【００５０】
　マクロモノマー（Ｉ’）の数平均分子量（Ｍｎ）としては、好ましくは２００以上、よ
り好ましくは５００以上、更に好ましくは６００以上、より更に好ましくは７００以上で
あり、また、好ましくは２００，０００以下、より好ましくは１００，０００以下、更に
好ましくは５０，０００以下、より更に好ましくは２０，０００以下である。
【００５１】
　マクロモノマー（Ｉ’）が有する重合性官能基としては、例えば、アクリロイル基（Ｃ
Ｈ２＝ＣＨ－ＣＯＯ－）、メタクリロイル基（ＣＨ２＝ＣＣＨ３－ＣＯＯ－）、エテニル
基（ＣＨ２＝ＣＨ－）、ビニルエーテル基（ＣＨ２＝ＣＨ－Ｏ－）、アリル基（ＣＨ２＝
ＣＨ－ＣＨ２－）、アリルエーテル基（ＣＨ２＝ＣＨ－ＣＨ２－Ｏ－）、ＣＨ２＝ＣＨ－
ＣＯＮＨ－で表される基、ＣＨ２＝ＣＣＨ３－ＣＯＮＨ－で表される基等が挙げられる。
【００５２】
　マクロモノマー（Ｉ’）は、上記重合性官能基以外に、例えば、以下の一般式（ｉ）～
（iii）で表される繰り返し単位を１種以上有していてもよい。
【化１】

【００５３】
　上記一般式（ｉ）中、Ｒ１は、炭素数１～１０の直鎖又は分岐のアルキレン基を示し、
具体的には、メチレン基、エチレン基、１，２－プロピレン基、１，３－プロピレン基、
１，２－ブチレン基、１，３－ブチレン基、１，４－ブチレン基、ペンチレン基、ヘキシ
レン基、ヘプチレン基、オクチレン基、ノニレン基、デシレン基、イソプロピル基、イソ
ブチル基、２－エチルヘキシレン基等が挙げられる。
　上記一般式（ii）中、Ｒ２は、炭素数２～４の直鎖又は分岐のアルキレン基を示し、具
体的には、エチレン基、１，２－プロピレン基、１，３－プロピレン基、１，２－ブチレ
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ン基、１，３－ブチレン基、１，４－ブチレン基等が挙げられる。
　上記一般式（iii）中、Ｒ３は、水素原子又はメチル基を示す。
　また、Ｒ４は炭素数１～１０の直鎖又は分岐のアルキル基を示し、具体的には、メチル
基、エチル基，ｎ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、ｎ－ヘキシル基、ｎ－
ヘプチル基、ｎ－オクチル基、ｎ－ノニル基、ｎ－デシル基、イソプロピル基、イソブチ
ル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔ－ブチル基、イソペンチル基、ｔ－ペンチル基、イソヘキシ
ル基、ｔ－ヘキシル基、イソヘプチル基、ｔ－ヘプチル基、２－エチルヘキシル基、イソ
オクチル基、イソノニル基、イソデシル基等が挙げられる。
　なお、上記一般式（ｉ）～（iii）で表される繰り返し単位をそれぞれ複数有する場合
には、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４は、それぞれ同一であってもよく、互いに異なるものであ
ってもよい。
【００５４】
　なお、マクロモノマー（Ｉ’）が、前記一般式（ｉ）～（iii）から選ばれる２種以上
の繰り返し単位を有する共重合体である場合、共重合の形態としては、ブロック共重合体
であってもよく、ランダム共重合体であってもよい。
【００５５】
　本発明の一態様で用いる櫛形ポリマーは、１種類のマクロモノマー（Ｉ’）に由来する
構成単位（Ｉ）のみからなる単独重合体でもよく、２種類以上のマクロモノマー（Ｉ’）
に由来する構成単位（Ｉ）を含む共重合体であってもよい。
　また、本発明の一態様で用いる櫛形ポリマーは、マクロモノマー（Ｉ’）に由来する構
成単位（Ｉ）と共に、マクロモノマー（Ｉ’）以外の他のモノマー（II’）に由来する構
成単位（II）を含む共重合体であってもよい。
　このような櫛形ポリマーの具体的な構造としては、モノマー（II’）に由来する構成単
位（II）を含む主鎖に対して、マクロモノマー（Ｉ’）に由来する構成単位（Ｉ）を含む
側鎖を有する共重合体が好ましい。
　なお、本発明で用いる櫛形ポリマーにおいて、構成単位（II）の含有量が増えるほど、
マクロモノマー（Ｉ’）に由来する高分子量の側鎖を有する主鎖の三叉分岐点間の距離が
長くなる。その結果、低温領域下では低粘性となるため、動粘度（Ｖ４０）の値を低く調
整し易く、高温領域下では高粘度となるためＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）の値が高く調整し
易くなる。
【００５６】
　モノマー（II’）としては、例えば、下記一般式（ａ１）で表される単量体（ａ）、ア
ルキル（メタ）アクリレート（ｂ）、窒素原子含有ビニル単量体（ｃ）、水酸基含有ビニ
ル単量体（ｄ）、リン原子含有単量体（ｅ）、脂肪族炭化水素系ビニル単量体（ｆ）、脂
環式炭化水素系ビニル単量体（ｇ）、芳香族炭化水素系ビニル単量体（ｈ）、ビニルエス
テル類（ｉ）、ビニルエーテル類（ｊ）、ビニルケトン類（ｋ）、エポキシ基含有ビニル
単量体（ｌ）、ハロゲン元素含有ビニル単量体（ｍ）、不飽和ポリカルボン酸のエステル
（ｎ）、（ジ）アルキルフマレート（ｏ）、及び（ジ）アルキルマレエート（ｐ）等が挙
げられる。
　なお、モノマー（II’）としては、芳香族炭化水素系ビニル単量体（ｈ）以外の単量体
が好ましい。
【００５７】
（下記一般式（ａ１）で表される単量体（ａ））
【化２】

【００５８】
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　上記一般式（ａ１）中、Ｒ１１は、水素原子又はメチル基を示す。
　Ｒ１２は、単結合、炭素数１～１０の直鎖又は分岐のアルキレン基、－Ｏ－、もしくは
－ＮＨ－を示す。
　Ｒ１３は、炭素数２～４の直鎖又は分岐のアルキレン基を示す。また、ｎは１以上の整
数（好ましくは１～２０の整数、より好ましくは１～５の整数）を示す。なお、ｎが２以
上の整数の場合、複数のＲ１３は、同一であってもよく、異なっていてもよく、さらに、
(Ｒ１３Ｏ)ｎ部分は、ランダム結合でもブロック結合でもよい。
　Ｒ１４は、炭素数１～６０（好ましくは１０～５０、より好ましくは２０～４０）の直
鎖又は分岐のアルキル基を示す。
　上記の「炭素数１～１０の直鎖又は分岐のアルキレン基」、「炭素数２～４の直鎖又は
分岐のアルキレン基」、及び「炭素数１～６０の直鎖又は分岐のアルキル基」の具体的な
基としては、上述の一般式（ｉ）～（iii）に関する記載で例示した基と同じものが挙げ
られる。
【００５９】
（アルキル（メタ）アクリレート（ｂ））
　アルキル（メタ）アクリレート（ｂ）としては、例えば、メチル（メタ）アクリレート
、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレート、イソ－プロピル（
メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレー
ト、ペンチル（メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシ
ル（メタ）アクリレート、ヘプチル（メタ）アクリレート、２－ｔ－ブチルヘプチル（メ
タ）アクリレート、オクチル（メタ）アクリレート、３－イソプロピルヘプチル（メタ）
アクリレート等が挙げられる。
　アルキル（メタ）アクリレート（ｂ）が有するアルキル基の炭素数としては、好ましく
は１～３０、より好ましくは１～２６、更に好ましくは１～１０である。
【００６０】
（窒素原子含有ビニル単量体（ｃ））
　窒素原子含有ビニル単量体（ｃ）としては、例えば、アミド基含有ビニル単量体（ｃ１
）、ニトロ基含有単量体（ｃ２）、１級アミノ基含有ビニル単量体（ｃ３）、２級アミノ
基含有ビニル単量体（ｃ４）、３級アミノ基含有ビニル単量体（ｃ５）、及びニトリル基
含有ビニル単量体（ｃ６）等が挙げられる。
【００６１】
　アミド基含有ビニル単量体（ｃ１）としては、例えば、（メタ）アクリルアミド；Ｎ－
メチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－エチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－イソプロピル
（メタ）アクリルアミド及びＮ－ｎ－又はイソブチル（メタ）アクリルアミド等のモノア
ルキルアミノ（メタ）アクリルアミド；Ｎ－メチルアミノエチル（メタ）アクリルアミド
、Ｎ－エチルアミノエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－イソプロピルアミノ－ｎ－ブチ
ル（メタ）アクリルアミド及びＮ－ｎ－又はイソブチルアミノ－ｎ－ブチル（メタ）アク
リルアミド等のモノアルキルアミノアルキル（メタ）アクリルアミド；Ｎ，Ｎ－ジメチル
（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジイソプ
ロピル（メタ）アクリルアミド及びＮ，Ｎ－ジ－ｎ－ブチル（メタ）アクリルアミド等の
ジアルキルアミノ（メタ）アクリルアミド；Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アク
リルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル
アミノプロピル（メタ）アクリルアミド及びＮ，Ｎ－ジ－ｎ－ブチルアミノブチル（メタ
）アクリルアミド等のジアルキルアミノアルキル（メタ）アクリルアミド；Ｎ－ビニルホ
ルムアミド、Ｎ－ビニルアセトアミド、Ｎ－ビニル－ｎ－又はイソプロピオニルアミド及
びＮ－ビニルヒドロキシアセトアミド等のＮ－ビニルカルボン酸アミド；等が挙げられる
。
【００６２】
　ニトロ基含有単量体（ｃ２）としては、例えば、４－ニトロスチレン等が挙げられる。
【００６３】
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　１級アミノ基含有ビニル単量体（ｃ３）としては、例えば、（メタ）アリルアミン及び
クロチルアミン等の炭素数３～６のアルケニル基を有するアルケニルアミン；アミノエチ
ル（メタ）アクリレート等の炭素数２～６のアルキル基を有するアミノアルキル（メタ）
アクリレート；等が挙げられる。
【００６４】
　２級アミノ基含有ビニル単量体（ｃ４）としては、例えば、ｔ－ブチルアミノエチル（
メタ）アクリレート及びメチルアミノエチル（メタ）アクリレート等のモノアルキルアミ
ノアルキル（メタ）アクリレート；ジ（メタ）アリルアミン等の炭素数６～１２のジアル
ケニルアミン；等が挙げられる。
【００６５】
　３級アミノ基含有ビニル単量体（ｃ５）としては、例えば、ジメチルアミノエチル（メ
タ）アクリレート及びジエチルアミノエチル（メタ）アクリレート等のジアルキルアミノ
アルキル（メタ）アクリレート；モルホリノエチル（メタ）アクリレート等の窒素原子を
有する脂環式（メタ）アクリレート；ジフェニルアミン（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ
－ジメチルアミノスチレン、４－ビニルピリジン、２－ビニルピリジン、Ｎ－ビニルピロ
ール、Ｎ－ビニルピロリドン及びＮ－ビニルチオピロリドン等の芳香族ビニル系単量体；
及びこれらの塩酸塩、硫酸塩、リン酸塩又は低級アルキル（炭素数１～８）モノカルボン
酸（酢酸及びプロピオン酸等）塩；等が挙げられる。
【００６６】
　ニトリル基含有ビニル単量体（ｃ６）としては、例えば、（メタ）アクリロニトリル等
が挙げられる。
【００６７】
（水酸基含有ビニル単量体（ｄ））
　水酸基含有ビニル単量体（ｄ）としては、例えば、ヒドロキシル基含有ビニル単量体（
ｄ１）、及びポリオキシアルキレン鎖含有ビニル単量体（ｄ２）等が挙げられる。
【００６８】
　ヒドロキシル基含有ビニル単量体（ｄ１）としては、例えば、ｐ－ヒドロキシスチレン
等のヒドロキシル基含有芳香族ビニル単量体；２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレー
ト、及び２－又は３－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート等の炭素数２～６のアル
キル基を有するヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート；Ｎ，Ｎ－ジヒドロキシメチル
（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジヒドロキシプロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，
Ｎ－ジ－２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリルアミド等の炭素数１～４のアルキル基を
有するモノ－又はジ－ヒドロキシアルキル置換（メタ）アクリルアミド；ビニルアルコー
ル；（メタ）アリルアルコール、クロチルアルコール、イソクロチルアルコール、１－オ
クテノール及び１－ウンデセノール等の炭素数３～１２のアルケノール；１－ブテン－３
－オール、２－ブテン－１－オール及び２－ブテン－１，４－ジオール等の炭素数４～１
２のアルケンモノオール又はアルケンジオール；２－ヒドロキシエチルプロペニルエーテ
ル等の炭素数１～６のアルキル基及び炭素数３～１０のアルケニル基を有するヒドロキシ
アルキルアルケニルエーテル；グリセリン、ペンタエリスリトール、ソルビトール、ソル
ビタン、ジグリセリン、糖類及び蔗糖等の多価アルコールのアルケニルエーテル又は（メ
タ）アクリレート；等が挙げられる。
【００６９】
　ポリオキシアルキレン鎖含有ビニル単量体（ｄ２）としては、例えば、ポリオキシアル
キレングリコール（アルキレン基の炭素数２～４、重合度２～５０）、ポリオキシアルキ
レンポリオール（上述の多価アルコールのポリオキシアルキレンエーテル（アルキレン基
の炭素数２～４、重合度２～１００））、ポリオキシアルキレングリコール又はポリオキ
シアルキレンポリオールのアルキル（炭素数１～４）エーテルのモノ（メタ）アクリレー
ト［ポリエチレングリコール（Ｍｎ：１００～３００）モノ（メタ）アクリレート、ポリ
プロピレングリコール（Ｍｎ：１３０～５００）モノ（メタ）アクリレート、メトキシポ
リエチレングリコール（Ｍｎ：１１０～３１０）（メタ）アクリレート、ラウリルアルコ
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ールエチレンオキサイド付加物（２～３０モル）（メタ）アクリレート及びモノ（メタ）
アクリル酸ポリオキシエチレン（Ｍｎ：１５０～２３０）ソルビタン等］等が挙げられる
。
【００７０】
（リン原子含有単量体（ｅ））
　リン原子含有単量体（ｅ）としては、例えば、リン酸エステル基含有単量体（ｅ１）、
及びホスホノ基含有単量体（ｅ２）等が挙げられる。
【００７１】
　リン酸エステル基含有単量体（ｅ１）としては、例えば、（メタ）アクリロイロキシエ
チルホスフェート及び（メタ）アクリロイロキシイソプロピルホスフェート等の炭素数２
～４のアルキル基を有する（メタ）アクリロイロキシアルキルリン酸エステル；リン酸ビ
ニル、リン酸アリル、リン酸プロペニル、リン酸イソプロペニル、リン酸ブテニル、リン
酸ペンテニル、リン酸オクテニル、リン酸デセニル及びリン酸ドデセニル等の炭素数２～
１２のアルケニル基を有するリン酸アルケニルエステル；等が挙げられる。
【００７２】
　ホスホノ基含有単量体（ｅ２）としては、例えば、（メタ）アクリロイロキシエチルホ
スホン酸等の炭素数２～４のアルキル基を有する（メタ）アクリロイロキシアルキルホス
ホン酸；ビニルホスホン酸、アリルホスホン酸及びオクテニルホスホン酸等の炭素数２～
１２のアルケニル基を有するアルケニルホスホン酸；等が挙げられる。
【００７３】
（脂肪族炭化水素系ビニル単量体（ｆ））
　脂肪族炭化水素系ビニル単量体（ｆ）としては、例えば、エチレン、プロピレン、ブテ
ン、イソブチレン、ペンテン、ヘプテン、ジイソブチレン、オクテン、ドデセン及びオク
タデセン等の炭素数２～２０のアルケン；ブタジエン、イソプレン、１，４－ペンタジエ
ン、１，６－ヘプタジエン及び１，７－オクタジエン等の炭素数４～１２のアルカジエン
；等が挙げられる。
　脂肪族炭化水素系ビニル単量体（ｆ）の炭素数としては、好ましくは２～３０、より好
ましくは２～２０、更に好ましくは２～１２である。
【００７４】
（脂環式炭化水素系ビニル単量体（ｇ））
　脂環式炭化水素系ビニル単量体（ｇ）としては、例えば、シクロヘキセン、（ジ）シク
ロペンタジエン、ピネン、リモネン、ビニルシクロヘキセン及びエチリデンビシクロヘプ
テン等が挙げられる。
　脂環式炭化水素系ビニル単量体（ｇ）の炭素数としては、好ましくは３～３０、より好
ましくは３～２０、更に好ましくは３～１２である。
【００７５】
（芳香族炭化水素系ビニル単量体（ｈ））
　芳香族炭化水素系ビニル単量体（ｈ）としては、例えば、スチレン、α－メチルスチレ
ン、α－エチルスチレン、ビニルトルエン、２，４－ジメチルスチレン、４－エチルスチ
レン、４－イソプロピルスチレン、４－ブチルスチレン、４－フェニルスチレン、４－シ
クロヘキシルスチレン、４－ベンジルスチレン、ｐ－メチルスチレン、モノクロロスチレ
ン、ジクロロスチレン、トリブロモスチレン、テトラブロモスチレン、４－クロチルベン
ゼン、インデン及び２－ビニルナフタレン等が挙げられる。
　芳香族炭化水素系ビニル単量体（ｈ）の炭素数としては、好ましくは８～３０、より好
ましくは８～２０、更に好ましくは８～１８である。
【００７６】
（ビニルエステル類（ｉ））
　ビニルエステル類（ｉ）としては、例えば、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪酸ビ
ニル及びオクタン酸ビニル等の炭素数２～１２の飽和脂肪酸のビニルエステル等が挙げら
れる。
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【００７７】
（ビニルエーテル類（ｊ））
　ビニルエーテル類（ｊ）としては、例えば、メチルビニルエーテル、エチルビニルエー
テル、プロピルビニルエーテル、ブチルビニルエーテル、及び２－エチルヘキシルビニル
エーテル等の炭素数１～１２のアルキルビニルエーテル；フェニルビニルエーテル等の炭
素数６～１２のアリールビニルエーテル；ビニル－２－メトキシエチルエーテル、及びビ
ニル－２－ブトキシエチルエーテル等の炭素数１～１２のアルコキシアルキルビニルエー
テル；等が挙げられる。
【００７８】
（ビニルケトン類（ｋ））
　ビニルケトン類（ｋ）としては、例えば、メチルビニルケトン、及びエチルビニルケト
ン等の炭素数１～８のアルキルビニルケトン；フェニルビニルケトン等の炭素数６～１２
のアリールビニルケトン等が挙げられる。
【００７９】
（エポキシ基含有ビニル単量体（ｌ））
　エポキシ基含有ビニル単量体（ｌ）としては、例えば、グリシジル（メタ）アクリレー
ト、グリシジル（メタ）アリルエーテル等が挙げられる。
【００８０】
（ハロゲン元素含有ビニル単量体（ｍ））
　ハロゲン元素含有ビニル単量体（ｍ）としては、例えば、塩化ビニル、臭化ビニル、塩
化ビニリデン、塩化（メタ）アリル及びハロゲン化スチレン（ジクロロスチレン等）等が
挙げられる。
【００８１】
（不飽和ポリカルボン酸のエステル（ｎ））
　不飽和ポリカルボン酸のエステル（ｎ）としては、例えば、不飽和ポリカルボン酸のア
ルキルエステル、不飽和ポリカルボン酸のシクロアルキルエステル、不飽和ポリカルボン
酸のアラルキルエステル等が挙げられ、不飽和カルボン酸としては、例えば、マレイン酸
、フマール酸、イタコン酸等が挙げられる。
【００８２】
（（ジ）アルキルフマレート（ｏ））
　（ジ）アルキルフマレート（ｏ）としては、例えば、モノメチルフマレート、ジメチル
フマレート、モノエチルフマレート、ジエチルフマレート、メチルエチルフマレート、モ
ノブチルフマレート、ジブチルフマレート、ジペンチルフマレート、ジヘキシルフマレー
ト等が挙げられる。
【００８３】
（（ジ）アルキルマレエート（ｐ））
　（ジ）アルキルマレエート（ｐ）としては、例えば、モノメチルマレエート、ジメチル
マレエート、モノエチルマレエート、ジエチルマレエート、メチルエチルマレエート、モ
ノブチルマレエート、ジブチルマレエート等が挙げられる。
【００８４】
　本発明の一態様で用いる櫛形ポリマーの重量平均分子量（Ｍｗ）としては、エンジン始
動時を想定した低温領域下での省燃費性能を良好とする観点から、好ましくは１万～１０
０万、より好ましくは３万～７０万、更に好ましくは６万～６０万、より更に好ましくは
１０万～５５万である。
【００８５】
　本発明の一態様で用いる櫛形ポリマーの分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）としては、エンジン
始動時を想定した低温領域下での省燃費性能を良好とする観点から、好ましくは６．００
以下、より好ましくは４．００以下、更に好ましくは３．００以下、より更に好ましくは
２．００以下、特に好ましくは２．００未満である。
　当該櫛形ポリマーの分子量分布が小さくなる程、低温領域下及び高温領域下での上述の
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櫛形ポリマーの性質が発現され易く、ＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）や上記比（Ｖ４０／Ｔ１

５０）を上述の範囲に調整し易い。そのため、分子量分布が小さい櫛形ポリマーを含む潤
滑油組成物は、エンジン始動時を想定した低温領域下での省燃費性能をより向上させたも
のとなり得る。
　また、櫛形ポリマーの分子量分布の下限値としては特に制限はないが、櫛形ポリマーの
分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）としては、通常１．０１以上、好ましくは１．０５以上、より
好ましくは１．１０以上である。
【００８６】
　本発明の一態様の潤滑油組成物において、櫛形ポリマーの含有量は、ＨＴＨＳ粘度（Ｔ

１５０）や上記比（Ｖ４０／Ｔ１５０）を上述の範囲に調整し、エンジン始動時を想定し
た低温領域下での省燃費性能を良好とする観点から、当該潤滑油組成物の全量（１００質
量％）基準で、好ましくは０．０１～１０．００質量％、より好ましくは０．０５～８．
００質量％、より好ましくは０．１０～６．５０質量％、更に好ましくは０．５０～５．
００質量％、より更に好ましくは０．９０～４．００質量％である。
　なお、本明細書において、上記「櫛形ポリマーの含有量」には、当該櫛形ポリマーと共
に含有される場合がある希釈油等の質量は含まれない。
【００８７】
＜潤滑油用添加剤＞
　本発明の一態様の潤滑油組成物は、本発明の効果を損なわない範囲で、必要に応じて、
さらに粘度指数向上剤以外の潤滑油用添加剤を含有してもよい。
　当該潤滑油用添加剤としては、例えば、金属系清浄剤、分散剤、耐摩耗剤、極圧剤、酸
化防止剤、流動点降下剤、消泡剤、摩擦調整剤、防錆剤、金属不活性化剤等が挙げられる
。
　これらの中でも、金属系清浄剤、分散剤、耐摩耗剤、極圧剤、酸化防止剤、流動点降下
剤、及び消泡剤から選ばれる１種以上の潤滑油用添加剤を含有することが好ましい。
　なお、当該潤滑油用添加剤として、ＡＰＩ／ＩＬＳＡＣ規格やＳＮ／ＧＦ－５規格等に
適合した、複数の添加剤を含有する混合物である市販品の添加剤パーケージを用いてもよ
い。
【００８８】
　これらの潤滑油用添加剤のそれぞれの含有量は、本発明の効果を損なわない範囲内で、
適宜調整することができるが、潤滑油組成物の全量（１００質量％）基準で、通常０．０
０１～１５質量％、好ましくは０．００５～１０質量％、より好ましくは０．０１～５質
量％である。
　なお、本発明の一態様の潤滑油組成物において、これらの潤滑油用添加剤の合計含有量
は、当該潤滑油組成物の全量（１００質量％）基準で、好ましくは３０質量％以下、より
好ましくは２５質量％以下、更に好ましくは２０質量％以下、より更に好ましくは１５質
量％以下である。
【００８９】
（金属系清浄剤）
　金属系清浄剤としては、例えば、アルカリ金属原子及びアルカリ土類金属原子から選ば
れる金属原子を含有する有機金属系化合物が挙げられ、具体的には、金属サリシレート、
金属フェネート、及び金属スルホネート等が挙げられる。
　金属系清浄剤に含まれる金属原子としては、高温での清浄性の向上の観点から、ナトリ
ウム原子、カルシウム原子、マグネシウム原子、又はバリウム原子が好ましく、カルシウ
ム原子がより好ましい。
【００９０】
　金属サリシレートとしては、下記一般式（１）で表される化合物が好ましく、当該金属
フェネートとしては、下記一般式（２）で表される化合物が好ましく、当該金属スルホネ
ートとしては、下記一般式（３）で表される化合物が好ましい。
【００９１】
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【化３】

【００９２】
　上記一般式（１）～（３）中、Ｍは、アルカリ金属原子及びアルカリ土類金属原子から
選ばれる金属原子であり、ナトリウム原子（Ｎａ）、カルシウム原子（Ｃａ）、マグネシ
ウム原子（Ｍｇ）、又はバリウム原子（Ｂａ）が好ましく、カルシウム原子（Ｃａ）がよ
り好ましい。ｐはＭの価数であり、１又は２である。ｑは、０以上の整数であり、好まし
くは０～３の整数である。Ｒは、水素原子又は炭素数１～１８の炭化水素基である。
　Ｒとして選択し得る炭化水素基としては、例えば、炭素数１～１８のアルキル基、炭素
数１～１８のアルケニル基、環形成炭素数３～１８のシクロアルキル基、環形成炭素数６
～１８のアリール基、炭素数７～１８のアルキルアリール基、炭素数７～１８のアリール
アルキル基等が挙げられる。
【００９３】
　本発明の一態様で用いる金属系清浄剤は、１種単独で又は２種以上を併用してもよい。
　これらの中でも、高温での清浄性の向上の観点、及び基油への溶解性の観点から、カル
シウムサリシレート、カルシウムフェネート、及びカルシウムスルホネートから選ばれる
１種以上であることが好ましい。
【００９４】
　なお、本発明の一態様で用いる金属系清浄剤は、中性塩、塩基性塩、過塩基性塩及びこ
れらの混合物のいずれであってもよい。
　本発明の一態様で用いる金属系清浄剤が塩基性塩又は過塩基性塩である場合、当該金属
系清浄剤の塩基価としては、好ましくは１０～６００ｍｇＫＯＨ／ｇ、より好ましくは２
０～５００ｍｇＫＯＨ／ｇである。
　なお、本明細書において、「塩基価」とは、ＪＩＳ　Ｋ２５０１「石油製品および潤滑
油－中和価試験方法」の７．に準拠して測定される過塩素酸法による塩基価を意味する。
【００９５】
（分散剤）
　分散剤としては、例えば、コハク酸イミド、ベンジルアミン、コハク酸エステル又はこ
れらのホウ素変性物等が挙げられる。
　コハク酸イミドとしては、例えば、分子量３００～４，０００のポリブテニル基等のポ
リアルケニル基を有するコハク酸と、エチレンジアミン、ジエチレントリアミン、トリエ
チレンテトラミン、テトラエチレンペンタミン、ペンタエチレンヘキサミン等のポリエチ
レンポリアミンのモノイミド又はビスイミド、若しくはこれらのホウ酸変性物；ポリアル
ケニル基を有するフェノールとホルムアルデヒドとポリエチレンポリアミンのマンニッヒ
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反応物等が挙げられる。
【００９６】
（耐摩耗剤）
　耐摩耗剤又は極圧剤としては、例えば、ジアルキルジチオリン酸亜鉛（ＺｎＤＴＰ）、
リン酸亜鉛、ジチオカルバミン酸亜鉛、ジチオカルバミン酸モリブデン、ジチオリン酸モ
リブデン、ジスルフィド類、硫化オレフィン類、硫化油脂類、硫化エステル類、チオカー
ボネート類、チオカーバメート類、ポリサルファイド類等の硫黄含有化合物；亜リン酸エ
ステル類、リン酸エステル類、ホスホン酸エステル類、及びこれらのアミン塩又は金属塩
等のリン含有化合物；チオ亜リン酸エステル類、チオリン酸エステル類、チオホスホン酸
エステル類、及びこれらのアミン塩又は金属塩等の硫黄及びリン含有耐摩耗剤が挙げられ
る。
　これらの中でも、ジアルキルジチオリン酸亜鉛（ＺｎＤＴＰ）が好ましい。
【００９７】
（極圧剤）
　極圧剤としては、例えば、スルフィド類、スルフォキシド類、スルフォン類、チオホス
フィネート類等の硫黄系極圧剤、塩素化炭化水素等のハロゲン系極圧剤、有機金属系極圧
剤等が挙げられる。
【００９８】
（酸化防止剤）
　酸化防止剤としては、従来潤滑油の酸化防止剤として使用されている公知の酸化防止剤
の中から、任意のものを適宜選択して用いることができ、例えば、アミン系酸化防止剤、
フェノール系酸化防止剤、モリブデン系酸化防止剤、硫黄系酸化防止剤、リン系酸化防止
剤等が挙げられる。
　アミン系酸化防止剤としては、例えばジフェニルアミン、炭素数３～２０のアルキル基
を有するアルキル化ジフェニルアミン等のジフェニルアミン系酸化防止剤；α－ナフチル
アミン、炭素数３～２０のアルキル置換フェニル－α－ナフチルアミン等のナフチルアミ
ン系酸化防止剤；等が挙げられる。
　フェノール系酸化防止剤としては、例えば、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチ
ルフェノール、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－エチルフェノール、オクタデシル－
３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート等のモ
ノフェノール系酸化防止剤；４，４’－メチレンビス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフ
ェノール）、２，２’－メチレンビス（４－エチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）
等のジフェノール系酸化防止剤；ヒンダードフェノール系酸化防止剤；等を挙げられる。
　モリブデン系酸化防止剤としては、例えば、三酸化モリブデン及び／又はモリブデン酸
とアミン化合物とを反応させてなるモリブデンアミン錯体等が挙げられる。
　硫黄系酸化防止剤としては、例えば、ジラウリル－３，３’－チオジプロピオネイト等
が挙げられる。
　リン系酸化防止剤としては、例えば、ホスファイト等が挙げられる。
　これらの酸化防止剤は、１種単独で又は２種以上を組み合わせて用いてもよいが、通常
２種以上を組み合わせて使用するのが好ましい。
【００９９】
（流動点降下剤）
　流動点降下剤としては、例えば、エチレン－酢酸ビニル共重合体、塩素化パラフィンと
ナフタレンとの縮合物、塩素化パラフィンとフェノールとの縮合物、ポリメタクリレート
、ポリアルキルスチレン等が挙げられる。
【０１００】
（消泡剤）
　消泡剤としては、例えば、シリコーン油、フルオロシリコーン油およびフルオロアルキ
ルエーテル等が挙げられる。
【０１０１】
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（摩擦調整剤）
　摩擦調整剤としては、例えば、ジチオカルバミン酸モリブデン（ＭｏＤＴＣ）、ジチオ
リン酸モリブデン（ＭｏＤＴＰ）、モリブテン酸のアミン塩等のモリブデン系摩擦調整剤
；炭素数６～３０のアルキル基又はアルケニル基を分子中に少なくとも１個有する、脂肪
族アミン、脂肪酸エステル、脂肪酸アミド、脂肪酸、脂肪族アルコール、脂肪族エーテル
等の無灰摩擦調整剤；等が挙げられる。
【０１０２】
（防錆剤）
　防錆剤としては、例えば、石油スルフォネート、アルキルベンゼンスルフォネート、ジ
ノニルナフタレンスルフォネート、アルケニルコハク酸エステル、多価アルコールエステ
ル等が挙げられる。
【０１０３】
（金属不活性化剤）
　金属不活性化剤としては、例えば、ベンゾトリアゾール系化合物、トリルトリアゾール
系化合物、チアジアゾール系化合物、イミダゾール系化合物、ピリミジン系化合物等が挙
げられる。
【０１０４】
〔潤滑油組成物の用途〕
　本発明の潤滑油組成物は、エンジンの高速運転時を想定した高温領域下での粘度等の各
種性状を良好としながらも、エンジン始動時を想定した低温領域下での省燃費性能に優れ
る。
　そのため、本発明の潤滑油組成物を充填したエンジンは、高速運転時だけでなく、エン
ジン始動時の低温領域下での使用時においても省燃費性能に優れたものとなり得る。当該
エンジンとしては、特に制限はないが、自動車用エンジンが好適である。
【０１０５】
　そのため、本発明は、上述の本発明の潤滑油組成物を１０～６０℃の低温領域下で使用
する、潤滑油組成物の使用方法についても提供する。
　なお、上記の低温領域下の温度としては、エンジン始動時を想定した温度範囲であって
、通常１０～６０℃であり、好ましくは２０～６０℃である。
【０１０６】
　なお、本発明の一態様の潤滑油組成物は、自動車用エンジンオイルとしての用途が好適
であるが、他の用途にも適用し得る。
　本発明の一態様の潤滑油組成物について考え得る他の用途としては、例えば、パワース
テアリングオイル、自動変速機油（ＡＴＦ）、無段変速機油（ＣＶＴＦ）、油圧作動油、
タービン油、圧縮機油、工作機械用潤滑油、切削油、歯車油、流体軸受け油、転がり軸受
け油等が挙げられる。
【０１０７】
〔潤滑油組成物の製造方法〕
　本発明は、以下の工程（Ｉ）を有する潤滑油組成物の製造方法も提供する。
工程（Ｉ）：基油に、櫛形ポリマーを含有し、ＳＳＩ（せん断安定性指数）が３０以下で
ある粘度指数向上剤（Ａ）を配合し、
　１５０℃におけるＨＴＨＳ粘度（高温高せん断粘度）（Ｔ１５０）が１．６～２．９ｍ
Ｐａ・ｓであり、且つ、４０℃における動粘度（Ｖ４０）［ｍｍ２／ｓ］と１５０℃にお
けるＨＴＨＳ粘度（Ｔ１５０）［ｍＰａ・ｓ］との比（Ｖ４０／Ｔ１５０）が１２．４以
下となるような潤滑油組成物を調製する工程。
【０１０８】
　上記工程（Ｉ）において、配合する基油及び成分（Ａ）は、上述のとおりであり、好適
な成分、各成分の含有量も上述のとおりである。
　また、本工程において、基油及び成分（Ａ）以外の上述の潤滑油用添加剤等を配合して
もよい。
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【０１０９】
　なお、成分（Ａ）は、櫛形ポリマーを含む樹脂分を希釈油に溶解した溶液の形態で配合
してもよい。当該溶液の固形分濃度としては、通常１０～５０質量％である。
　本発明の一態様において、成分（Ａ）を固形分濃度が１０～５０質量％の粘度指数向上
剤（Ａ）の溶液の形態で配合する場合、当該溶液の配合量としては、当該潤滑油組成物の
全量（１００質量％）に対して、好ましくは０．１～３０質量％、より好ましくは１～２
５質量％、更に好ましくは２～２０質量％である。
【０１１０】
　また、成分（Ａ）だけでなく、上述の潤滑油用添加剤についても、希釈油等を加えて溶
液（分散体）の形態とした上で、配合してもよい。
　各成分を配合した後、公知の方法により、撹拌して均一に分散させることが好ましい。
　なお、各成分を配合後に、成分の一部が変性したり、２成分が互いに反応し、別の成分
を生成した場合の得られる潤滑油組成物についても、本発明の技術的範囲に属するもので
ある。
【実施例】
【０１１１】
　次に、本発明を実施例により更に詳細に説明するが、本発明はこれらの例によって何ら
限定されるものではない。なお、以下の各種物性は、下記の方法により測定及び評価した
。
【０１１２】
（１）重量平均分子量（Ｍｗ）、数平均分子量（Ｍｎ）
　ゲル浸透クロマトグラフ装置（アジレント社製、「１２６０型ＨＰＬＣ」）を用いて、
下記の条件下で測定し、標準ポリスチレン換算にて測定した値を用いた。
（測定条件）
・カラム：「Ｓｈｏｄｅｘ　ＬＦ４０４」を２本順次連結したもの
・カラム温度：３５℃
・展開溶媒：クロロホルム
・流速：０．３ｍＬ／ｍｉｎ
【０１１３】
（２）ＳＳＩ（せん断安定性指数）
　ＡＳＴＭ　Ｄ６２７８に準拠して測定した。具体的には、対象となる粘度指数向上剤に
ついて、前記計算式（１）中のＫｖ０、Ｋｖ１、Ｋｖｏｉｌの各値を測定して、当該計算
式（１）より算出した。
【０１１４】
（３）４０℃及び１００℃の動粘度
　ＪＩＳ　Ｋ　２２８３に準拠して測定した。
（４）粘度指数
　ＪＩＳ　Ｋ　２２８３に準拠して測定した。
（５）１００℃及び１５０℃のＨＴＨＳ粘度（高温高せん断粘度）
　ＡＳＴＭ　Ｄ　４７４１に準拠して、対象となる潤滑油組成物を、１００℃又は１５０
℃で、せん断速度１０６／ｓにて、せん断した後の粘度を測定した。
【０１１５】
（６）駆動トルク改善率
　排気量１．５ＬのＳＯＨＣ（Single OverHead Camshaft）エンジンのメインシャフトを
モーターで駆動し、その際にカム軸にかかるトルクを測定した。カム軸の回転数は、１，
５００ｒｐｍ、エンジン油温及び水温は４０℃とした。
　参考例１～５、実施例６～８及び比較例１～２では、比較例１の潤滑油組成物を用いた
ときのトルクの測定値を基準として、参考例９～１３、実施例１４～１６及び比較例３～
４では、比較例３の潤滑油組成物を用いたときのトルクの測定値を基準として、下記式か
ら駆動トルク改善率（％）を算出し、評価した。



(21) JP 6144844 B2 2017.6.7

10

20

30

40

50

・駆動トルク改善率（％）＝（［評価対象の潤滑油組成物のトルクの測定値］－［比較例
１又は３の潤滑油組成物のトルクの測定値］）／［比較例１又は３の潤滑油組成物のトル
クの測定値］×１００
　数字が大きいほど駆動トルクが改善され、省燃費性が高いことを示す。
【０１１６】
　本実施例及び比較例で調製した潤滑油組成物の各成分の詳細は以下のとおりである。
＜基油＞
・「１００Ｎ鉱油」＝４０℃動粘度：１７．８ｍｍ２／ｓ、１００℃動粘度：４．０７ｍ
ｍ２／ｓ、粘度指数：１３１、密度：０．８２４ｇ／ｃｍ３。
・「７０Ｎ鉱油」＝４０℃動粘度：１２．５ｍｍ２／ｓ、１００℃動粘度：３．１２ｍｍ
２／ｓ、粘度指数：１１０、密度：０．８３２ｇ／ｃｍ３。
【０１１７】
＜粘度指数向上剤＞
・「粘度指数向上剤－Ａ」＝主剤樹脂分として、Ｍｎが５００以上のマクロモノマーに由
来する構成単位を少なくとも有する櫛形ポリマー（Ｍｗ：２５万、Ｍｗ／Ｍｎ：２．０８
）を含む、主剤樹脂分濃度が１９質量％、ＳＳＩが３である粘度指数向上剤。
・「粘度指数向上剤－Ｂ」＝主剤樹脂分として、Ｍｎが５００以上のマクロモノマーに由
来する構成単位を少なくとも有する櫛形ポリマー（Ｍｗ：４２万、Ｍｗ／Ｍｎ：５．９２
）を含む、主剤樹脂分濃度が１９質量％、ＳＳＩが５である粘度指数向上剤。
・「粘度指数向上剤－Ｃ」＝主剤樹脂分として、Ｍｎが５００以上のマクロモノマーに由
来する構成単位を少なくとも有する櫛形ポリマー（Ｍｗ：３３万、Ｍｗ／Ｍｎ：２．００
以上）を含む、主剤樹脂分濃度が２５質量％、ＳＳＩが５である粘度指数向上剤。
・「粘度指数向上剤－Ｄ」＝主剤樹脂分として、Ｍｎが５００以上のマクロモノマーに由
来する構成単位を少なくとも有する櫛形ポリマー（Ｍｗ：４４万、Ｍｗ／Ｍｎ：２．００
以上）を含む、主剤樹脂分濃度が２５質量％、ＳＳＩが８である粘度指数向上剤。
・「粘度指数向上剤－Ｅ」＝主剤樹脂分として、Ｍｎが５００以上のマクロモノマーに由
来する構成単位を少なくとも有する櫛形ポリマー（Ｍｗ：４８万、Ｍｗ／Ｍｎ：２．００
以上）を含む、主剤樹脂分濃度が２５質量％、ＳＳＩが１０である粘度指数向上剤。
・「粘度指数向上剤－Ｆ」＝主剤樹脂分として、Ｍｎが５００以上のマクロモノマーに由
来する構成単位を少なくとも有する櫛形ポリマー（Ｍｗ：３６万、Ｍｗ／Ｍｎ：２．００
未満）を含む、主剤樹脂分濃度が２３質量％、ＳＳＩが４である粘度指数向上剤。
・「粘度指数向上剤－Ｇ」＝主剤樹脂分として、Ｍｎが５００以上のマクロモノマーに由
来する構成単位を少なくとも有する櫛形ポリマー（Ｍｗ：４１万、Ｍｗ／Ｍｎ：１．７８
）を含む、主剤樹脂分濃度が２３質量％、ＳＳＩが５である粘度指数向上剤。
・「粘度指数向上剤－Ｈ」＝主剤樹脂分として、Ｍｎが５００以上のマクロモノマーに由
来する構成単位を少なくとも有する櫛形ポリマー（Ｍｗ：４８万、Ｍｗ／Ｍｎ：１．９２
）を含む、主剤樹脂分濃度が２３質量％、ＳＳＩが７である粘度指数向上剤。
・「粘度指数向上剤－Ｉ」＝主剤樹脂分として、ポリメタクリレート（ＰＭＡ）（Ｍｗ：
５１万、Ｍｗ／Ｍｎ：３．１９）を含む、主剤樹脂分濃度が１９質量％、ＳＳＩが３０で
ある粘度指数向上剤。
・「粘度指数向上剤－Ｊ」＝主剤樹脂分として、ポリメタクリレート（ＰＭＡ）（Ｍｗ：
３８万、Ｍｗ／Ｍｎ：２．７１）を含む、主剤樹脂分濃度が１９質量％、ＳＳＩが３０で
ある粘度指数向上剤。
【０１１８】
＜流動点降下剤＞
・「ＰＭＡ系流動点降下剤」＝Ｍｗ：６．２万のポリメタアクリレート系流動点降下剤。
＜各種添加剤＞
・「エンジン油用添加剤パッケージ」：ＡＰＩ／ＩＬＳＡＣ規格、及びＳＮ／ＧＦ－５規
格に適合した添加剤パーケージであり、以下の各種添加剤等を含む。
　金属系清浄剤：過塩基性カルシウムサリチレート
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　分散剤：高分子ビスイミド、ホウ素変性モノイミド
　耐摩耗剤：第１級のＺｎＤＴＰ、及び第２級のＺｎＤＴＰ
　酸化防止剤：ジフェニルアミン系酸化防止剤、ヒンダードフェノール系酸化防止剤、モ
リブデン系酸化防止剤
　消泡剤：シリコン系消泡剤
【０１１９】
参考例１～５、実施例６～８、比較例１～２
　表１に示す種類及び配合量の基油、粘度指数向上剤、流動点降下剤、及びエンジン油用
添加剤パッケージを配合して、ＳＡＥ粘度グレードが「０Ｗ－２０」となるように潤滑油
組成物を調製した。なお、表１中の「粘度指数向上剤－Ａ～Ｋ」の配合量は、主剤樹脂分
である櫛形ポリマー又はＰＭＡだけでなく、希釈油等も含めた量である。
　そして、調製した潤滑油組成物について、上記の方法に基づき、４０℃及び１００℃に
おける動粘度、粘度指数、１００℃及び１５０℃におけるＨＴＨＳ粘度、並びに、駆動ト
ルク改善率（比較例１を基準）をそれぞれ測定した。これらの測定結果を表１に示す。
【０１２０】
参考例９～１３、実施例１４～１６、比較例３～４
　表２に示す種類及び配合量の基油、粘度指数向上剤、流動点降下剤、及びエンジン油用
添加剤パッケージを配合して、ＳＡＥ粘度グレードが「０Ｗ－１６」となるように潤滑油
組成物を調製した。なお、表２中の「粘度指数向上剤－Ａ～Ｋ」の配合量は、主剤樹脂分
である櫛形ポリマー又はＰＭＡだけでなく、希釈油等も含めた量である。
　そして、調製した潤滑油組成物について、上記の方法に基づき、４０℃及び１００℃の
動粘度、粘度指数、１００℃及び１５０℃のＨＴＨＳ粘度、並びに、駆動トルク改善率（
比較例３を基準）をそれぞれ測定した。これらの測定結果を表２に示す。
【０１２１】
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【表１】

【０１２２】
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【表２】

【０１２３】
　表１及び表２より、参考例１～５及び９～１３の潤滑油組成物並びに本発明の一態様で
ある実施例６～８及び１４～１６の潤滑油組成物は、比較例１～４の潤滑油組成物に比べ
て、油温が４０℃というエンジン始動時を想定した低温領域下での駆動トルク改善率が高
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